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◆ 

 

 

（組合）宿直を廃止できる根拠は何か？ 
（会社）目的は生産性の向上であり、宿直を廃止することで柔軟に業務を執行できる。設備強化を実施してきてお

り、宿直の対応は２０００年～２００９年が４７件、２０１３年～２０２３年は８件の実績となっている。 

 
（組合）宿直を廃止し、即応体制に問題はないのか？ 
（会社）新幹線線路設備モニタリング車が導入予定であり、宿直を廃止しても活用できるツールや体制が増えてい

る。 
 
（組合）繁忙期等の宿直の勤務は変更あるのか？ 
（会社）これまでの宿直と変更する考えはなく、１人宿直の体制で異常時は基本的に呼び出しの考えである。 
 
（組合）宿直廃止に伴う要員削減はしないということでよいか？ 
（会社）宿直廃止に伴う要員削減は実施しない。 
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